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研究成果の概要(和文)： 

本研究は、「女性職」である看護職の職場組織において、ワーク・ライフ・バランスの実現に
向けた組織文化の変容可能性とそのメカニズムを、特に柔軟な勤務体系に着目することを通じ
て明らかにすることを目指している。この目的を達成するため、①文献研究、②理論的枠組み
の構築を行った。 
看護職場における先行研究からは、看護職は長時間勤務に従事しており、結婚・出産を機と

した離職者が多く、就業を継続した場合には①日勤のみのパートタイマーでの外来勤務、もし
くは②産休復帰後より病棟勤務で交代制勤務に従事するといった二極化がみられること、その
背景として、組織内において「男性の正規従業員」モデルを「あるべき姿」としてきた組織文
化がみられることがわかった。 

こうした組織文化がいかに構築されてきたのかを解明するために、二つの分析視角を重視し
て方法論を組み立てる必要性を主張した。①女性看護職の間にある差異のパターンを検討する
ために、R.コンネルの「差異への注目から関係への注目へと転換を図る」との主張を取り入れ
る。②家族内でのケア責任を分析枠組みに組み入れるために、ライフの中でペイドワークを位
置づけ、調和させる視点を採用する。 

 

研究成果の概要(英文)： 

 This research aims at seeking the feasibility of change for the realization of work-life balance in 

the corporate culture of the nursing profession, commonly regarded as a “women’s job,” and 

investigating its mechanism, with special attention to the flexible working hours. To achieve this 

goal, we have accomplished (1) the examination of literature and (2) the construction of theoretical 

framework. 

The examination of literature reveals the long working hours the nurses are engaged in and their 

high turnover in the event of marriage and childbirth. When they continue working, the nurses’ 

work polarizes between a daytime part-timer serving only outpatients and a shift worker in the 

hospital ward upon the end of the maternity leave. We have found that the corporate culture of the 

nursing profession has idealized the “male regular employee model.” 

For the purpose of understanding how that culture has been constructed in the nursing profession, 

we deem it important to construct the methodology based upon the following two analytical 

viewpoints. First, in order to examine the differences in working patterns among female nurses, we 

rely on the argument of R. Connell, “the transition of attention from differences to relations.” 

Second, in order to take account of the care responsibility the nurses have within their own families, 

we adopt the viewpoint that harmonizes paid-work with other part of life. 
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１．研究開始当初の背景 

超高齢社会を迎え一層のケアニーズが高
まり、患者に持続可能かつ安定的な医療・ケ
ア体制を提供するためには、その担い手であ
る看護職や介護職といったケアワーカーを
継続的に確保し、その能力開発を目指すこと
が政策的に求められている。 

中でも看護職確保は、平成 18 年度診療報
酬改定により大きな影響を受けた。現行の制
度では、看護職を病棟の患者に対して何名配
置しているかによって、保険者から病院等保
険診療機関に支払われる金額が異なってく
る。この配置状況は従来、患者 10 人に対し
て看護師１人の枠(10 対１)を支払いの上限
としており、それ以上手厚い配置を行っても
それは病院側の「持ち出し」であった。しか
し、患者の高齢化、医療技術の高度化などか
ら、病棟には常に目を行き届かせ、管理を行
う必要のある患者の割合が増し、医療安全・
看護の質の確保の観点から、上記改定により
新たに患者７人に対して看護師１人の枠(７
対１と呼ぶ)が支払いの上限となった。医業
収入増に直結するこの制度変更により、多く
の病院が７対１を獲得するべくさらなる看
護職の確保を目指すようになった。 

看護職を確保するためには、①看護学生の
増加、②55 万人と推計される潜在看護職(看
護職の資格保有者であるが、看護職として就
業していない)の再就業支援、③現在就業して
いる看護職の離職防止という三つの方策を
充実させることが課題となるが、中でも国家
資格保有者としては高い離職率 (2008 年
11.9%、日本看護協会「2009年病院看護職員
需給状況調査」)を踏まえ、看護職の離職防止、
定着促進をはかることが、喫緊の課題となろ
う。 

看護職の離職理由は、ほとんどの統計にお
ける上位が「結婚」「出産」で占められてお
り(例えば、日本看護協会「2006 年 潜在な
らびに定年退職看護職員の就業に関する意

向調査」)、それに対し、すでに既存の調査か
らは、看護職員の定着促進策として、「看護
職員の配置増」「子育て支援」等が多く実施
され、有効であることが示されている。また、
「柔軟な勤務体系」の導入が実施病院数とし
ては少ないものの、有効であると看護管理者
より指摘されている(日本看護協会「2009 年
病院看護職員需給状況調査」)。 

さらに米国において看護職の確保定着に
成功している病院(マグネットホスピタル：磁
石のように看護職をひきつける病院、の意。
研究蓄積に基づき指標が設定され、認定審査
が実施されている)の研究結果からも、柔軟な
勤務体系が、参加型の管理方式、管理者の明
確な理念、継続教育と連動した魅力ある賃金
体系等とともに、看護職の職場定着に寄与し
ていることが明らかになっている(例えば、
ANCC、2003)。また、マグネットホスピタ
ルでは患者の死亡率が有意に低いことが明
らかになっており(例えば、Aiken、1994)、
確保定着に成功している病院では、質の高い
患者ケアが提供されていることも示されて
いる。 
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２．研究の目的 

そこで本研究は、「女性職」の職場組織に
おいて、①どのようにジェンダーが織り込ま
れているかといった実態の把握とともに、②
ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた組



織文化の変容可能性とそのメカニズムを、特
に柔軟な勤務体系の導入という人事管理上
の変更をめぐる組織主体間の相互行為に着
目することを通じて明らかにすることを目
指した。 

 

３．研究の方法 

この目的を達成するため、①ワーク・ライ
フ・バランス、とりわけ看護職の柔軟な勤務
体系に関する文献研究、②理論的枠組みの構
築、③柔軟な勤務体系の導入が進んだ看護職
場を対象とした事例研究の３点を手法とし
て用いることとした。 
しかしながら、本研究は３年計画の初年度

である 20 年度に育児休業等中断を行い、21
年度半ばに同中断より復帰し進捗に遅れが
生じた。また、③事例研究については調査先
の事情により次年度に延期となった。そのた
め、本研究の成果として、①文献研究、②理
論的枠組みの構築の２点を以下に示す。 
 
４．研究成果 
(1)文献研究 
①看護職のワーク・ライフ・バランスに関す
る先行研究：組織文化への着目 

 先述のように柔軟な勤務体系は看護職の
定着促進策として有効であるとの研究が蓄
積されつつあるが、制度を利用する看護職自
身の評価に関する研究は管見の限り見当た
らなかった。そこで筆者らは本研究に先立ち、
勤務体制と子育て支援制度が、看護職の仕事
と子育ての葛藤経験にいかなる影響を与え
るかを調査した。  
その結果、①夜勤経験の有無は有意に影響

しないが、夜勤の中でも三交代勤務は有意に
葛藤を高めること、②職場において子育てに
理解がないと、有意に葛藤が高まること、に
加え、③夜間勤務に就く者については、夜勤
や当直の減免制度は葛藤を抑制するが、勤務
時間柔軟化制度には葛藤を高める働きがあ
ること、を明らかにした。 

(Fujimoto,Kotani,Suzuki 2008) 

 このことは何を意味するのか。上記研究に
おいて筆者らは、勤務時間柔軟化制度を導入
しても、実際の職場での運用において組織か
らの支援が得られなければ、かえって現場の
看護職の葛藤は高まると論じた。つまり、問
題は職場組織、ひいてはそれを生み出す組織
文化にあると考えられる。 
 
②看護職の勤務状況に関する先行研究・調
査：組織内における女性間の差異への着目 

 なぜ、こうした組織文化が生じるのか。そ
の一端は現在の看護職の働き方の厳しさに
あると考えられる。看護職の勤務状況を報告
する先行研究・調査からは、以下の２点が確
認できる。 

ア．看護職は交代制勤務に従事しているこ
とに加え、その労働時間は長く、時間外労働
が月 60 時間以上の「長時間労働」の者が 23
人に１人と推計され、「時間外労働」と「疲
労自覚症状」と「医療事故の不安」に強い関
連がみられている(日本看護協会「2008 年 
時間外勤務、夜勤・交代制勤務等緊急実態調
査」、同「2009 年 看護職員実態調査」)。ま
た、有給取得率が一般企業の男性なみ(40％
程度)であり、育児休業からの復帰が、短時
間勤務制度等を利用せずにフルタイムでの
場合が多いことなどから、「男性の正規従業
員」モデルを「あるべき姿」としてきた傾向
がみられる、と指摘されている(日本看護協
会、日本看護協会「平成 19 年度多様な勤務
形態モデル事業報告書」)。 
イ．そのため出産後も就業を継続した場合

には①産休復帰後よりフルタイムの病棟勤
務で交代制勤務に従事する、もしくは②日勤
のみのパートタイマーでの外来に勤務する
といった二種類の働き方がみられることが
指摘されている。筆者らが実施した看護管理
者へのインタビュー調査(平成 18年度厚生労
働科学研究「看護職員の人材確保に向けた現
状と課題」)からも「男なみ」の働き方、  つ
まり交代制勤務を可能とするフルタイム看
護職の人数を揃えることが重視され、それが
困難な場合にのみ子育て支援策を実施し、家
族へのケア責任を有した看護職を確保して
いた。また、病棟で勤務する看護職はケア責
任のない、少ない者であり、出産した看護職
は産休で復帰する場合は病棟に戻るが、育児
休業を取得する場合は外来に勤務すること
が慣例化している病院もあった。 
 つまり、一見「女性職」として一くくりに
される看護職の働き方の中にも、病棟での労
働没入的な働き方と、多くの場合家族へのケ
ア責任を有した夜勤のない外来やパートの
働き方といった二極化がなされており、さら
に前者を重視し後者を「二次的」「補助的」
に扱う組織文化が、専門職としての自己研鑽
志向を持ちながら家族内のケア負担ゆえに
それが不可能な看護職に葛藤を生じさせて
いると考えられる。 
  
③看護職のジェンダー研究：組織内における
女性間の差異への着目の不足 
このような、看護職の職場組織内において

主に家族内でのケア負担によって女性間の
差異が文化として再生産される状況をいか
に分析できるか。看護職のジェンダー研究が
その一助になるのではないかと考え、文献研
究を進めた。 
従来の看護職のジェンダー分析では、男女

の差異に焦点を絞り、ピンクカラーにおける
ジェンダー体制の再生産、さらには女性看護
師との対比において男性看護師の戦略を明



らかにした研究(矢原、2007)や、他の医療関
係職種、特に男性の多い医師等との比較を専
門職性との関連で行った研究(Witz、1992)が
主に実施されていた。いずれも医療職場のジ
ェンダー体制の解明に貢献する大変貴重な
研究である。しかしながらこの視角では、本
研究の対象とする、女性看護職間の差異を十
分検討することはできない。 
 
④ジェンダー/ワーク・ライフ・バランス研
究からの示唆：家庭内のケア負担への着目
の不足 
家族内のケア負担による女性看護職間の

差異を捉える枠組みの提供を求め、看護職の
ジェンダー分析以外にも文献研究の軸足を
広げ、ジェンダー研究、ワーク・ライフ・バ
ランス研究の検討を実施した。 
その結果、これまでのワーク・ライフ・バ

ランス研究の到達点を整理した論考によれ
ば、労働時間短縮や短時間正職員制度といっ
た施策の導入により、ジェンダー化された部
門文化や、「男性のキャリアトラック」「マミ
ートラック」を生みだし、組織内での伝統的
なジェンダー役割の強化につながっている
とのエビデンスが示された。(Gregory, A. and 

Milner, S.,2009)。背景には、深化するグロー
バリゼーションのもと、すべての労働者に柔
軟な働き方を導入することや、全体の労働時
間短縮を進めることが困難だということが
ある。そのような危険性については、佐藤博
樹・武石恵美子編(2008)も指摘しており、WLB
施策とともに均等施策を進める必要性を主
張している。 
このように、従来のワーク・ライフ・バラ

ンス論においては、職場での働き方を改善す
ることが必ずしも全従業員のワーク・ライ
フ・バランスの確保に向けた組織文化の構築
にはつながっておらず、ファインマン(2003)
が指摘するように、家族内におけるケア責任
が不均衡に女性にあてがわれていることが
示唆された。さらに御船(2008)が生活時間分
析に基づき指摘するように、日本には強固な
性別役割分業があり、男性・子どものライフ
を守るために担う「家事・育児ワーク」が女
性の「仕事ワーク」を決定していることも示
された。 
 
(2)理論的枠組みの構築 
そこで本研究では、二つの分析視角を重視

して方法論を組み立てたい。①女性看護職の
間にある差異のパターンを検討するために、
R.コンネル(2008)の「差異への注目から関係
への注目へと転換を図る」との主張を取り入
れる。看護職内の男女間比較や別の職種との
差異も重要だが、むしろ女性職である看護職
の内部でも差異があり、特に家族内のケア責
任の程度の差異が雇用管理上の線引きとし

て利用されていることが看護職場の組織文
化を把握するためには重要と思われるから
である。 
それとともに、②家族内でのケア責任を分

析枠組みに組み入れるために、御船(ibid)、
Gambles(2006)らが指摘するライフの中でペ
イドワークを位置づけ、調和させる視点を採
用する。ワーク・ライフ・バランスの確保に
向けて看護職場の組織文化を構築するため
には、家族内でのケア責任の大きい看護職を
職場に統合し、その持続可能な働き方を構想
する視点を有する必要があると考えられる
からである。 
 
(3)今後の研究課題 
以上の理論的枠組みに基づき事例研究を

行おうと試みたが、先述の通り調査先の事情
により次年度に延期となった。 
家族内のケア負担による女性看護職間の

差異、それを再生産する組織文化がいかに構
築されてきたのか、また短時間正職員制度と
いった柔軟な勤務体制の導入はこうした差
異、つまり家庭内のケア負担により「男性の
正規従業員」モデルとパートタイム勤務とい
う二極化が生じていることにいかなるイン
パクトを与えるのかに関して、今後も研究を
継続し、解明に努めていきたい。 
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